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＜総説＞

抄録
「持続可能な開発目標 3 」（SDG3）では，保健医療分野に関する評価・モニタリング指標の提示が

求められている．本研究では，生活環境関連分野における指標の定義を確認するとともに，一般環境
から労働環境までを対象に，WHO報告書から環境リスクが指摘される化合物及び物理的因子に関す
る国内の文献レビューを行った．

その結果，室内寒暖差と死亡率との関連性や，準揮発性有機化合物（SVOC）の室内濃度や湿度環
境とアレルギー疾患との関連性，大気中の微小粒子状物質と呼吸器・循環器系疾患との関連性が示唆
された．また，指標3.9.2「安全ではない水，安全ではない公衆衛生及び衛生知識による死亡」はTier 
Iであるが，過去30年間の国内水質事故事例の情報収集等をもとにした水系感染症死亡事例による推
計値は，国連指定のコーディングによる報告値よりも極めて低く，WHOのWASH定義疾病コードが
開発国の状況を基にした定義となっていることが示唆された．

キーワード：SDG3.9.，環境負荷因子，水，衛生

Abstract
Environmental health-related indicators must be examined when considering the Sustainable Develop-

ment Goal (SDG) targets. A review of literature regarding chemical and physical issues that carry environ-
mental risks in reports from WHO and other academic papers in Japan and overseas showed a relationship 
between indoor temperature difference and mortality. Further, indoor concentrations of semi-volatile 

特集：国連持続可能な開発目標 3（SDG3）
　　　―保健関連指標における日本の達成状況と今後の課題について―
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I．はじめに

2016年の世界保健機関（WHO）による報告「健康的
な環境による疾病予防」[1]によると，2012年度における
全世界の死亡者数の23％は環境に起因するものであり，
その死亡者数は1260万人に達すること，そしてDALY（障
害調整生存年数）全体の22％が環境に起因するものであ
ることが報告されている．そのため，環境負荷を減らす
ことは，世界の疾病負荷の大幅な削減に繋がるものでも
あり，SDGs（持続可能な開発目標）を達成していく上
でも大きく貢献できるものと考えられている．また，死
亡要因の上位を占める疾患として，脳卒中，虚血性心疾
患，下痢症および癌が挙げられており，環境が仲介する
疾病負荷は主に開発途上国で非常に高いものの，心疾患
や癌など幾つかの非感染性疾患については，先進国にお
いて特に高い傾向がみられている．こうしたことからも，
環境決定要因となる各国の産業や農業，交通機関を含む
輸送，居住環境の安全性や固形燃料の削減を目的とした
クリーンエネルギー開発など，多岐にわたる根本原因に
も取り組むことが重要視されてきている．

こうした中，日本における主な環境リスク因子として
は，これまで経済の高度成長の進展の中で生じた大気や
水質の公害問題をはじめ，喫煙や，欧米化の進展による
閉鎖型住宅の普及に関連した室内の環境汚染とそれに伴
う健康障害の問題が着目されてきた．さらに，近隣中国
における急速な工業化によって，越境大気汚染に関する
健康影響が指摘されている．ヨーロッパ地域では，既に
2011年に室内の主な環境負荷因子に対する疾病及び死亡
率に関する統計的なデータを基にDALYが算出されており
[2]，改善に向けた対策が進められているものの，日本で
の明確な指標は提示されていない．また，SDG 3.9「2030
年までに，有害化学物質，並びに大気，水質及び土壌の
汚染による死亡及び疾病の件数を大幅に減少させる」に
おけるグロ－バル指標3.9.1「家庭内及び外部の大気汚染
による死亡率」については，現在ある国内の情報が集計
されておらず，数値は提示されていないため，関連する
データの集計が急務とされている．

そこで本研究では，国内外で報告される主な環境負荷
因子のうち，これまでの疫学研究により報告された疾病
や死亡率との関連が示唆される主な環境負荷因子につい

て，文献をベースに実態を調べることで，将来的なDALY
算出のために必要な基礎データを収集することとした．

II．国内の環境化学要因に関する文献調査

はじめに，環境負荷因子として，一般環境から労働環
境までを含む幅広い生活環境の中で，WHO欧州支局か
らの報告[3]や国内外の学術論文等で，環境リスクが指
摘される化合物及び物理的因子を中心に文献調査を行っ
た．具体的なキーワードは表 1 に示す通り，重金属（鉛，
カドミウム，ヒ素，水銀），微小粒子状物質，アスベスト，
二硫化炭素，オゾン，揮発性有機化合物（VOC），フタ
ル酸エステル類及びリン系難燃剤である．また，化学物
質以外にも，室内での汚染や重要な環境負荷となる湿気
やカビなどの生物学的要因についても取り挙げた．対象
としたアウトカムは，国際的なSDGsの指標として国連
統計部（UNSD）より報告のあるTier I[4]に分類された
指標「 5 歳以下の急性呼吸窮迫，25歳以上の脳血管疾患，
25歳以上の虚血性心疾患，25歳以上の慢性閉塞性肺疾
患，25歳以上の肺癌」（Global SDG Indicator platform）及

organic compounds (SVOC) and humid environments were found to be related to allergic diseases, and at-
mospheric microparticulate matter was found to be related to respiratory and circulatory system diseases. 
Furthermore, the index related to 3.9.2 “Unsafe water, unsafe public health, and death due to unsafe hy-
giene knowledge” is defined using the sum of specific diseases, and the index is classified as Tier I, but the 
occurrence of water-borne diseases based on information from domestic water quality accident cases over 
the past 30 years was significantly lower than that reported by UN-designated coding using ICD10. This 
may be because the WHO WASH disease code was defined based on conditions in developing countries.

keywords: SDG3.9., environmental factor, disease burden, water, hygiene
(accepted for publication, July 26, 2021)

表 1　検索に用いたMesh term

環境化学要因
　particulate matter 
　asbestos
　cadmium
　arsenic
　mercury
　lead
　carbon disulfide
　ozone
　volatile organic compound
　phthalic ester
　phosphate ester
アウトカム
　acute respiratory infection
　cerebrovascular diseases (stroke) 
　ischaemic heart diseases (IHD)
　chronic obstructive pulmonary diseases (COPD)
　lung cancer
　mortality
　allergy
　sick building syndrome
研究の種類
Meta-Analysis, Systematic Review, review in the last 10 years
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表 2　文献検索一覧（2011年WHO欧州支局提示項目）
環境化学要因 健康影響 キーワード 日本 全体

カビ 喘息死 mold, asthma 2 76
湿気 喘息死 dampness, asthma 0 11
屋内の寒さ 冬の過剰死亡率 indoor cold, winter mortality 2 3
熱中症 死亡 heat wave, mortality 0 16
ラドン 肺癌 radon, lung cancer 0 18
住宅内の受動喫煙 下気道感染症 secondhand smoke, respiratory infections 0 39

喘息 secondhand smoke, asthma 1 47
心臓病 secondhand smoke, heart disease 0 9
肺癌 secondhand smoke, lung cancer 4 16
死亡 secondhand smoke, mortality 2 8

鉛 精神遅滞 metal, lead, mental retardation 0 14
循環器疾患 metal, lead, cardiovascular disease 0 11
行動上の問題 behavioural problems, lead, metal 0 8
死亡 metal, lead, mortality 0 5

屋内の一酸化炭素 頭痛 indoor,carbon monoxide, headache 0 18
吐き気 indoor, carbon monoxide, nausea 0 2
心血管虚血 indoor, carbon monoxide, cardiovascular ischaemia/insufficiency 0 1
発作 indoor, carbon monoxide, seizures 0 0
昏睡 indoor, carbon monoxide, coma 0 0
意識の喪失 indoor, carbon monoxide, loss of consciousness 0 0
死亡 indoor, carbon monoxide, mortality 0 5

ホルムアルデヒド 子どもの呼吸器症状の低下 formaldehyde, respiratory symptoms, children 0 2

表 3　文献検索一覧（UNSDによる3.9.1に該当する健康影響指標（TierⅠ））
環境化学要因 健康影響 キーワード 日本 全体

微小粒子状物質 急性呼吸窮迫 particulate matter, acute respiratory 0 44
脳血管疾患 particulate matter, stroke 1 24
虚血性心疾患 particulate matter, ischaemic heart diseases 0 23
慢性閉塞性肺疾患 particulate matter, COPD 0 52
肺癌 particulate matter, lung cancer 2 57
死亡 particulate matter, mortality 3 87

アスベスト 急性呼吸窮迫 asbestos, acute respiratory 1 7
脳血管疾患 asbestos, stroke 0 2
虚血性心疾患 asbestos, ischaemic heart diseases 0 2
慢性閉塞性肺疾患 asbestos, COPD 1 8
肺癌 asbestos, lung cancer 3 33
死亡 asbestos, mortality 2 15

カドミウム 急性呼吸窮迫 cadmium, acute respiratory 0 2
脳血管疾患 cadmium, stroke 0 12
虚血性心疾患 cadmium, heart disease 0 7
慢性閉塞性肺疾患 cadmium, COPD 0 5
肺癌 cadmium, lung cancer 1 17
死亡 cadmium, mortality 0 5

ヒ素 急性呼吸窮迫 arsenic, acute respiratory infection 0 1
脳血管疾患 arsenic, stroke 0 12
虚血性心疾患 arsenic, ischaemic heart diseases 0 9
慢性閉塞性肺疾患 arsenic, COPD 0 4
肺癌 arsenic, lung cancer, mortality 0 7
死亡 arsenic, mortality 1 23

水銀 急性呼吸窮迫 mercury, acute respiratory infection 0 0
脳血管疾患 mercury, stroke 1 12
虚血性心疾患 mercury, ischaemic heart diseases 0 6
慢性閉塞性肺疾患 mercury, COPD 0 2
肺癌 mercury, lung cancer 0 3
死亡 mercury, mortality 0 2

鉛 急性呼吸窮迫 metal, lead, acute respiratory infection 0 0
脳血管疾患 metal, lead, stroke 0 5
虚血性心疾患 metal, lead, ischaemic heart diseases 0 0
慢性閉塞性肺疾患 metal, lead, COPD 0 3
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び，近年，国内で患者が増加するアレルギー疾患とシッ
クハウス症候群である．文献検索にはデータベースとし
てPubMedを使用し，最近10年間で発行されたものの中
から，レビュー，システマティックレビュー，メタアナ
リシスに該当する文献を選定し調査した．また，国内の
学会誌を初め，調査報告書，学会要旨等に関する情報に
ついても適宜情報収集を行った．

はじめに，WHO欧州支局から報告された室内の環境
汚染要因について，国内外の報告事例について調べた結
果を表 2 に示す．この結果から，海外での事例も含める
と，カビによる喘息や受動喫煙による下気道感染症，喘
息，心臓病，肺がん，死亡，そして鉛による循環器疾患
を中心に多くの疫学調査に関する報告が確認された．し
かしながら，国内での報告は非常に限られたものしか無
く，屋内の寒さによる死亡率（ 2 件），受動喫煙による
肺がん（ 6 件）及び死亡（ 2 件），そして鉛による循環
器疾患（14件）のみが検出された．次に，国連統計部
（UNSD）による3.9.1に該当する健康影響指標（Tier I）
について，国内での主な環境化学要因とされる11項目に
ついて調査した結果を表 3 に示す．微小粒子状物質につ
いては，脳血管疾患（ 1 件），肺癌（ 2 件），死亡（ 3 件），
アスベストについては急性呼吸窮迫（ 1 件），慢性閉塞
性肺疾患（ 1 件），肺癌（ 3 件），死亡（ 2 件），カドミ
ウムについては肺癌（1件），ヒ素については死亡（ 1 件），
水銀については脳血管疾患（ 1 件），オゾンについては
急性呼吸窮迫（ 1 件），脳血管疾患（ 1 件），慢性閉塞性

肺疾患（ 1 件），死亡（ 1 件），揮発性有機化合物につい
てはアレルギー（ 2 件），シックハウス症候群（ 2 件），
フタル酸エステル類についてはアレルギー（ 2 件），シッ
クハウス症候群（ 1 件），リン酸エステル類については
アレルギー（ 2 件）に関する報告が検出された．これら
の文献を初め，国内の雑誌も含めた各成分の健康影響に
関する情報を次項に示す．

III．環境化学要因と健康影響

 1 ．重金属（カドミウム，水銀，鉛）
国内での重金属曝露による健康影響については，主に

公害問題の原因物質とされてきたカドミウムや水銀によ
る環境汚染や職域での曝露がその要因として挙げられる．
カドミウムは1955年に富山で問題とされたイタイイタイ
病の発症因子として知られており，その他国内では，石
川県梯川流域でのカドミウム汚染[5]，長崎県対馬のカ
ドミウム汚染，そして労働者におけるカドミウム曝露に
関する調査が行われてきている[6,7]．カドミウム曝露に
よる主な病態として低分子量蛋白尿や腎尿細管障害が挙
げられるが，こうした障害のバイオマーカーとされるβ
2-MG，総蛋白および総アミノ窒素の尿中濃度を指標と
したこれらの病態症状は，死亡率の上昇と強く関連して
いることが有澤ら[8]によって明らかとされている．ま
た，鉛についても古くから健康影響が指摘されてきてお
り，職業曝露による鉛中毒が主なものとして知られてい

環境化学要因 健康影響 キーワード 日本 全体
鉛 肺癌 metal, lead, lung cancer 0 3

死亡 metal, lead, mortality 0 5
二硫化炭素 急性呼吸窮迫 carbon disulfide, acute respiratory infection 0 0

脳血管疾患 carbon disulfide, stroke 0 1
オゾン 急性呼吸窮迫 ozone, pollution, acute respiratory 1 ６

脳血管疾患 ozone, pollution, stroke 1 ６
虚血性心疾患 ozone, pollution, ischaemic heart diseases 0 12
慢性閉塞性肺疾患 ozone, pollution, COPD 1 5
肺癌 ozone, pollution, lung cancer 0 13
アレルギー ozone, pollution, allergy 0 4
シックハウス症候群 ozone, pollution, sick building syndrome 0 0
死亡 ozone, pollution, mortality 1 19

揮発性有機化合物 急性呼吸窮迫 volatile organic compound, acute respiratory 0 ６
慢性閉塞性肺疾患 volatile organic compound, COPD 0 5
肺癌 volatile organic compound, lung cancer 0 3
アレルギー volatile organic compound, allergy 2 13
シックハウス症候群 volatile organic compound, sick building syndrome 2 2
死亡 volatile organic compound, mortality 0 3

フタル酸エステル類 肺癌 phthalic ester, lung cancer 0 1
アレルギー phthalic ester, allergy 2 0
シックハウス症候群 phthalic ester, sick building syndrome 1 0
死亡 phthalic ester, mortality 0 1

リン酸エステル類 肺癌 phosphate ester, lung cancer 0 1
アレルギー phosphate ester, allergy 2 0
シックハウス症候群 phosphate ester, sick building syndrome 0 0
死亡 phosphate ester, mortality 0 1

表 3 続き



J. Natl. Inst. Public Health, 70 (3) : 2021

戸次加奈江，浅見真理，欅田尚樹，児玉知子

266

る．慢性影響としては，より低濃度での継続的な曝露に
よる神経系や血液／造血系への影響等が疫学研究で明ら
かにされている[9]．これまでの疫学研究による知見に
より，国内の実際の血中鉛濃度でも，小児の神経行動学
的発達や成人の腎機能等に何等かの影響がある可能性が
示唆されている[10]．

 2 ．微小粒子状物質
微小粒子状物質は，大気汚染の主要な汚染因子として，

特にPM2.5を中心に途上国のみでなく先進国や越境汚染
も含めた世界的な環境問題としてこれまでにも多くの疫
学研究が行われてきている[11,12]．微小粒子状物質と疾
患との関連性については，海外での報告も含めると，循
環器系疾患，呼吸器系疾患及び死亡に関する合計287報
が報告されていた．国内での疫学的な報告は僅かではあ
るものの，Michikawaら[13]により，大気中濃度と死亡
率との関連性について，全国100都市のPM濃度と各都市
の死亡率（厚生労働省）から算出された調査結果（2012
年-2014年）が報告されている．本調査では，全国100
都市のPM濃度と各都市での偶発的でない死亡率の増加
（1.3％）（95％信頼区間（CI），0.9-1.6％）とPM2.5の平
均濃度10µg/m3の増加が関連することを統計的に明らか
にしており，特に，これらの死亡要因として，心血管疾
患や呼吸器系疾患が指摘されている．

 3 ．アスベスト
石綿産業における多くの労働者から，肺がんや中皮腫

などの重篤な健康障害が発症したことで，我が国では
2004年に原則石綿の使用が全面禁止された．しかしなが
ら，石綿を原因とする肺がんや中皮腫は発症までに10～
50年を要する．そのため，厚生労働省の人口動態統計に
よると，1960年代に石綿輸入量が増加した時期に潜伏期
間（平均約40年）を加えた最近において，中皮腫を要因
とする死亡者が急増していることが報告され，2017年の
死亡者数は1,555名であった．

このようなアスベスト曝露と死亡との関連について
は，海外を含めこれまでにも多くの疫学研究が報告され
ている．日本国内での一般環境由来の石綿曝露と中皮腫
及び肺がんによる死亡率との関連については，「クボタ
ショック」としても知られる尼崎市のクボタ旧神崎工場
周辺の住民にアスベスト疾患が発症したことでも知られ
ている．これについて，2002年～2015年までに行われた
Zhaら[14]によるコホート調査によると，アスベスト曝露
が引き起こした中皮腫を原因とする死亡率（標準化死亡
比（SMR））は，男性で6.75％（95％ CI，5.83～7.78），女
性で14.99％（95％ CI，12.34～18.06）増加したことが明ら
かにされている．石綿の使用が全面禁止されて以降，30年
から40年間使用されなくなったにもかかわらず，中皮腫
による死亡者は，今もなお増加していることから，男性
の場合は職業性曝露，女性の場合は非職業性曝露による
影響があることもこうした調査結果により示されている．

 4 ．有機溶剤
産業現場では，多種類の有機溶剤が大量に使用されて

いる．これら化学物質の中には，急性・慢性の健康障害
を引き起こすものや死に至るほど危険な物質も多く含ま
れており，特に，作業場での安全対策が不十分である場
合には，労働者は吸入・経皮・経口摂取によりこうした
物質の曝露を受け，様々な疾患を誘発する可能性があ
る．本項目では，有機溶剤の中でも，これまで職業性曝
露を中心に有害性が指摘され，労働安全衛生法において
第 1 種または第 2 種有機溶剤に指定される二硫化炭素，
ノルマルヘキサン，トリクロロエチレンに関するこれま
での報告事例について記す．
（二硫化炭素）

労働安全衛生法の第 1 種有機溶剤に指定される二硫化
炭素は，常温で気化しやすいことから蒸気の形態で存在
するものも多く，労働環境下では呼吸器や経皮を介した
曝露や直接触れることで曝露を受ける機会が多い．この
ような職業性の曝露は，作業者に対して末梢神経障害や
心血管疾患などの健康影響を引き起こすことが知られ
[15]，特に，レーヨン工場の労働者を対象とした多くの
横断研究において報告されている[16-20]．中でも，武林
ら[20]により，国内のビスコース・レーヨン工場に勤務
する作業者を対象にした疫学調査のデータが報告されて
おり，曝露群と非曝露群とに分けて 6 年間継続した観察
をした結果，負荷心電図による虚血性所見（ST 低下・
陰性Ｔ波など）の発生オッズ比が，曝露群で 2.1（95％
CI  1.1-4.0）に上昇したことが明らかとされている．ま
た，同様の調査から，許容濃度10 ppmの範囲内であっ
ても心血管疾患のリスクが高まることや，海外における
同様の調査からは，数ppm程度の曝露であっても，神経
系への影響が報告されている．こうした調査データに基
づき，国内の労働衛生環境下ではこれまでにも段階的に
許容濃度の見直しが行われており，現在は，1 ppm（3.13 
mg/m3）（経皮）とされている．
（ノルマルヘキサン）

労働安全衛生法の第 2 種有機溶剤に指定されるノルマ
ルヘキサンは，1960年代，ビニールサンダルの製造工場
にて，ノルマルヘキサン含有の接着剤を使用した労働者
に抹消神経障害が多数発症した事例が報告されている
[21,22]．その後，液晶画面の洗浄液や建材・家具等の接
着剤にもノルマルヘキサンは含有され使用されているた
め，現在でも職業性曝露は避けられないものであり，ノ
ルマルヘキサンは末梢神経障害（多発神経炎）を引き起
こす代表的な有機溶剤[23]として有害性が危惧されている．
（トリクロロエチレン）

トリクロロエチレンは，金属加工部品などの脱脂洗浄
用材や化学品の製造原料として1970年代まで幅広く使
用されてきた．しかしながら，その取扱量の多い労働環
境において，麻酔作用などによる急性中毒症状が多数報
告されたことで，第 1 種有機溶剤としての規制が強化さ
れ[24]，有害大気汚染物質としても環境基準（年平均0.2 
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mg/m3）が設定されている．この様な環境基準はトリク
ロロエチレンの神経機能に対する慢性影響から設定され
たものであるが，労働環境における疫学的知見から，ヒ
トの腎臓がんを引き起こすものとして，国際がん研究機
関（International Agency for Research on Cancer; IARC）で
はGroup1（ヒトに対して発がん性あり）と分類されている．

上記に示す有機溶剤については，国内でも職業性曝露
による様々な症例報告がある他，2012年～2014年に実施さ
れた，一般住宅（605件）を対象にした疫学調査（Uchiyama
ら2015）でも，トリクロロエチレンが低濃度ながらも室
内で検出されていたことや，ノルマルヘキサンについて
は作業環境基準値（40µg/m3）を超過する家屋も検出され
ていたことなどから[25]，これらを含む室内空気汚染物
質49成分について，Azumaら[26]により健康リスク評価
が実施されてきている．ここで対象とした成分の中には，
トリクロロエチレンやノルマルヘキサンの他，アルデヒ
ド類，脂肪族炭化水素類，芳香族炭化水素類，酢酸エス
テル類など日常生活を送る上で曝露を受けやすい成分が
含まれており，アクロレインを初め，二酸化窒素，ベン
ゼン，ギ酸，塩化水素等の成分について健康リスクが比
較的高いことが明らかとされている．トリクロロエチレ
ンやノルマルヘキサンの健康リスクについては特段リス
クが高いとはされていなかったものの，近年，化学物質
の複合的な曝露による健康影響等も懸念されていること
から[27]，住宅などの身近な生活環境下においてこの様
な多種類の成分に長期的に曝露を受けることで，シック
ハウス症候群や将来的な疾患の発症に繋がる可能性も考
えられるため，今後，何らかの対策が必要と考えられる．

 5 ．準揮発性有機化合物（SVOC）
（フタル酸エステル類）

プラスチック製品の可塑剤として主に使用されるフ
タル酸エステル類は，食物や医療器具，玩具，飲み物
などを介した人への曝露量が高く，アレルギーや喘息，
シックハウス症候群等との関連性が指摘されている．ま
た，室内で過ごす時間が長く，床との接触機会が多い
とされる乳幼児においては，特にhand-to-mouth行動に

より床ダストからフタル酸エステルを摂取する機会も多
いため，室内での化学物質の摂取経路として重要性が指
摘されている．フタル酸エステル類のうち，ポリ塩化ビ
ニル（PVC）の可塑剤として多く使用されるDEHP （di
（2-ethylhexyl） phthalate）及びその代替物質であるDINP 
（diisononyl phthalate）については，国内でのダスト中濃
度が海外と比べても比較的高い傾向にあるため，新築の
戸建調査の結果からは，フタル酸エステル類DEHP濃度
が10倍上昇するとアレルギー性結膜炎のオッズ比も上昇
し，DINP濃度が高い場合はアレルギー性鼻炎のリスク，
DINPおよびBBzP（Buthyl Benzyl Phthalate）濃度が高く
なるとアトピー性皮膚炎のリスクが有意に上がることな
どがAit Bamaiら[28]により疫学的に報告されている．
（リン系難燃剤）

臭素系難燃剤やリン系難燃剤は，主にプラスチック製
品や繊維製品，電化製品に用いられる難燃剤として，幅
広く使用されてきた．臭素系難燃剤については，人体へ
の有害性の面から2006年から欧州で電気電子製品中での
使用濃度に制限が設けられたことや，残留性有機汚染物
質に関するストックホルム条約の対象物質にも指定さ
れ，リン系難燃剤は臭素系の代替として急速に需要が増
加してきた．しかしながら，これらリン系難燃剤につい
ても，室内環境の汚染要因となり有害性があることから，
ハウスダストや空気を介した曝露により，アレルギーや
発がん性を誘発する他，神経系や生殖毒性にも影響する
ことも報告されており[29,30]，特に小児が曝露された場
合，学習や行動に影響することも危惧されている．実際，
日本国内において，札幌市内の新築戸建て住宅の床から
採取したハウスダストと子供と大人の健康影響について
調べた荒木らの報告からは，室内ダスト中のTNBP濃度
が10倍になった時の喘息のオッズ比が2.85（1.23–6.59），
TCIPPおよびTDCIPP濃度が10倍になった時のアトピー
性皮膚炎のオッズ比がそれぞれ2.43（1.29–4.61），1.84
（1.17–2.88）（表 4 ）と有意であることが示されており，
環境中のリン系難燃剤とアレルギーなどの健康影響との
関連性は疫学的にも明らかとされている．

表 4　床ダスト中リン酸エステル類濃度とアレルギーとの関連
リン酸

エステル類
喘息 アトピー性皮膚炎

OR （95%CI） OR （95%CI）
TNBP 2.85 （1.23-6.59） 1.56 （0.83-2.95）
TCIPP 0.87 （0.33-2.35） 2.43 （1.28-4.61）
TCEP 1.16 （0.42-3.28） 1.66 （0.82-3.35）
TEHP 2.16 （0.73-6.42） 1.83 （0.82-4.07）
TBOEP 1.15 （0.51-2.62） 1.01 （0.57-1.81）
TDCIPP 1.85 （0.96-3.58） 1.84 （1.17-2.88）
TPHP 1.60 （0.55-4.67） 1.86 （0.92-3.75）

CI: 信頼区間 , OR: オッズ比 , TBOEP: tris(2-butoxyethyl)phosphate, TDCIPP: 
tris(1,3-dichloro-2-propyl)phosphate, TNBP: tributhyl phslphate, TCEP: tris(2-chlo-
roethyl)phosphate, TCIPP: tris(2-chloro-iso-propyl)phthalate, TPhP: triphyenyl 
phthalate

（文献 [33] をもとに著者作成）
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 6 ．温湿度・カビ
近年の研究報告から，気象条件と死因との関連性につ

いて，特に疾患による死亡の発生が冬期に集中し，その
多くを高齢者が占めている傾向にあると報告されている．
特に寒暖差の大きな地域では，気温差により血圧に差が
出ることや，高齢者の主な死因とされる心疾患，脳血管
疾患の多くが高血圧などを要因としていることからも，
気温の変化がもたらす血圧の異常が死亡の要因となる可
能性が指摘されている．この様な因果関係について，人
口動態統計データにおける気温と血圧のデータより解析
した羽山らのデータによると，特に65歳以上の高齢者の
場合，月あたりの死亡率が，月平均外気温や自宅の気温
が低下するほど増加する傾向にあることが明らかにされ
ている[31]．

また，過度の湿気や微生物などのカビ・ダニアレルゲ
ンなどの生物学的要因については，特に室内環境中でア
レルギーとの関連が指摘されている[32]．実際に，札幌
市の小学生を対象に行われた調査によると，ダンプネス
指標が多くなるほど喘息やアトピー性皮膚炎のリスクを
あげることが明らかとされており[33-35]，オッズ比につ
いてもダンプネス指標の増加に伴う上昇が確認されてい
る[36]．

IV．水・衛生に関する調査

 1 ．水と衛生に関するグローバル指標
グローバル指標3.9.2では「安全ではない水，安全では

ない公衆衛生及び衛生知識による死亡」が設定されてい
る．水と衛生についてはSDG6でも設定されており，日
本では1900年以前から水と衛生に関わる取り組みが行わ
れてきた．そこで，本指標の位置づけや国内データの人
口動態統計，傷病統計，健康被害報告事例を用いた情報
を半定量的にレビューすることとした．

グローバル指標3.9.2「安全ではない水，安全ではない

公衆衛生及び衛生知識による死亡」について，現在外務
省のホームページに掲載されている指標の数値は，2010
年~2017年の間で，3.1～3.6人／10万人／年，すなわち，
人口10万対3.1～3.6人／年（以下「／年」と表記）と表
記されている[37]．

この指標の定義は，「下痢（ICD-10コードA00，A01，
A03，A04，A06-A09），腸管線虫感染症（ICD-10コード
B76-B77及びB79）並びに蛋白エネルギー栄養障害（ICD-
10コードE40-E46）」と記載されている[38]．この作成方
法（定義）に使われた指標は，すでにTier Iと位置づけ
られているが，それは主として中・低所得国を対象とし
てWHOにおいて水と衛生（WASH）に定義された疾病
であった[39]．

ICD-10の項目の内容を精査すると，過去に水系感染
症として事故事例があったボツリヌス菌やサルモネラ菌，
アデノウイルス感染等は除外されている一方，日本では
水と衛生に関連した健康指標として想起しにくい蛋白エ
ネルギー栄養障害等が含まれている．

先進国（高所得国）では，メタアナリシスの結果，石
鹸による手洗いが51％（95％信頼区間28-73％）の疾病
負荷を下げることが明らかにされており，この指標を
用いるとされていた[40]．しかし，2020年12月の定義で
は3.9.2はTier I（概念として明確であり，確立した手法，
国際的な基準もあり，データも各国により定期的に収集
されている）に分類されており[39]，国際比較のために
は，将来的にもこの数値が用いられる可能性がある．

 2 ．日本における水と衛生関連の健康影響の推移
これらの疾病における日本の水・衛生関連施策による

保健上のインパクトを考察するため，過去の感染症患者
数の歴史的経緯について半定量的に検討を行った．

1880年頃から1960年頃の日本においては，腸チフス，
パラチフス，赤痢，コレラなどの水系感染症患者数は，
年間10万人程度に達していた[41]（図 1 ）．

図1 日本の水系感染症患者数と乳児死亡数の推移[41]
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1999年に伝染病予防法が感染症法に改正されるまでは
水系感染症の項目があり，この値から1940年の人口に対
する水系感染症による死亡率を計算すると，人口10万対
3.1×10（／年）に相当するが，戦後1950年代には明ら
かに大幅に減少している[41]（図 1 ）．

乳児死亡のすべてが水系感染症に起因するわけではな
いが，1歳未満の乳児死亡数は1920年ごろには30万人を超
える年もあった[42]（図 2 ）．1920年ごろから乳児（ 1 歳
未満）の死亡数が急激に下がったことが分かる．当時の
医療体制の充実や生活水準の向上等の原因も考えられる
が，出産時，出産後の衛生状態の改善も影響している可
能性がある．丁度1921年の水道の塩素消毒開始頃から乳
児死亡率は減少しており，衛生状態の改善が図られてい
たことと関係したものとも考えられる[42]（図 2 のうち，
乳児死亡は生後 1 年未満の死亡）．

 3 ．日本の指標に関する考察
指標の定義上はノロウイルス（ICD-10でA08.1），カン

ピロバクター（ICD-10でA04.5）が含まれ，これらは食
中毒としての影響が顕著であり年間1.46万人程度の感染
者が発生している[43]が，これらは食品関係の項目に該
当すると考えられる．

過去30年間の日本の水質事故事例の情報収集では，日
本の飲料水による死者は，30年で 2 人であり[44]，総人
口に対する比率としては，人口10万対6×10-5（／年）に
相当し，いわゆる水系感染症の発生は極めて少ない．最
新の厚生労働省の発表でも水質汚染に起因する死亡者は
増えていない[45]．

むしろ，冷却塔，ジャグジー，加湿器，噴水，循環
水による風呂などに関係するレジオネラ症については
ICD-10で，A48.1であり，現在の定義では含まれていない．
しかし，2000年以降年間の感染症者数が徐々に増えつづ
け2018年には2,000人を超えている[46]ことや，水に関す
る住環境が感染症の温床になっていることから考えると，
特に先進国でこの指標に与える影響は大きい．

日本では，1800年代後半からの感染症の増加に対し，

水道や衛生状態の向上に様々な取り組みが行われてきた．
1921年には東京・大阪での塩素消毒が始まり，丁度その
頃，衛生に関する概念が広まりつつあった．同時期に実
施された伝染病予防や予防接種等による感染対策の効果
も吟味する必要があるが，衛生的な水への容易なアクセ
スは，水系感染症の激減そして，国民の健康の向上に大
きな役割を果たしていると考えられた．

 4 ．水と衛生指標に関する今後の検討の必要性
現在の指標3.9.2に関する数値は人口10万対3.1～3.6

（／年）であるが，確実に水系の事故として死亡者がで
た事例としてはそれより 5 桁のオーダーで大幅に低く，
人口10万対6×10-5（／年）であった．

ICD-10のコードを元にした評価項目[47]については，
細分化された内容が多く存在している．下痢による死亡
を含む場合は，食中毒，老衰等も含む必要がある可能性
があり，詳細な解析が必要である．一般的には安全な飲
料水を確保することが難しい途上国中心の考え方と，日
本の状況が大きく異なることから，日本では，今後指標
の再検討を行うことが望ましいのではないかと考えられ
た．また，定期的な更新が行われているSDG6について
は，水道普及率，下水道普及率など誤差の少ない指標が
用いられており，これらとの連携も考慮することが望
ましい．一方で，世界的に見ると，2017年の世界疾病負
荷（GDB2017）では，飲料水の改善は見られるものの，
発展途上国等で人口の増加が大きく，安全ではない水に
よる影響人口が以前より大きくなっていることが指摘さ
れており[48]，途上国においては一層の取組みが重要で
あると考えられる．

V．まとめ

国内文献レビューにおいて，室内寒暖差と死亡率，
近年急増するアレルギー疾患と準揮発性有機化合物
（SVOC）やダンプネス（湿度環境の悪化，局所での湿
気の上昇），大気中の微小粒子状物質と呼吸器・循環器
系疾患との関連性が示唆される文献報告を確認した．ま
た，指標3.9.2「安全ではない水，安全ではない公衆衛
生及び衛生知識による死亡」は，国際的に共通の指標が
Tier Iと定義されたが，過去30年間の国内水質事故事例
の情報収集等をもとにした水系感染症死亡事例による推
計値は，国連指定のWASH定義疾病コードによる報告値
よりも極めて低いと考えられた．
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